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 積雪地域では春先に融雪による斜面災害が多く発生している。そのため、筆者らは、融雪に

よる斜面災害回避に向けて、複数地点の積雪調査結果から気温に掛け合わせることで簡便に融

雪水量を推定できる融雪水量係数の、算出方法を検討してきた。その結果、日射の当たり方に

大きく関係する斜面の向きが融雪水量係数に影響することなどが明らかとなった。 
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1.  はじめに 

 
 積雪寒冷地である北海道では、融雪期の4月と5月に斜

面災害が多く発生する傾向にある（図－1）。原因とし

て、この時期は降雨こそ少ないものの、融雪水が地盤を

緩ませるためであり、その融雪水量の把握が課題となっ

ていた。現在でもライシメーターを設置して融雪水の流

出水量を直接計測する方法はあるが、観測施設の規模と

コストが大きいことから、多くの調査点を設置すること

は困難であった。そのため、現地条件を踏まえた融雪水

量を精度良く簡便に求める方法が求められてきた。そこ

で、筆者らは気温情報のみから簡便に融雪水量を推定で

きる「改良Degree-Hour法」1)を考案し、現地での調査を

続けてきた。 
 

 

図－1 北海道での国道における道路斜面災害月別発生件数 

（1996～2016年）1) 

 
実測したデータを基に、積雪調査地点が積雪水量係数

に与える影響を、GISで解析した累積全天日射量と組み

合わせ分析した。その結果、日射の当たり方に大きく関

係する斜面の向きが融雪水量係数に影響することなどが

明らかになり、どのような場所で調査を行い、融雪水量

係数を算出すべきなのかを述べる。 
 

2.  方法 

 

(1)  改良Degree-Hour法による融雪水量推定方法 

改良Degree-Hour法では、以下の計算式により融雪水量

を推定する（式1a）。 
 
融雪水量＝時間積算暖度×融雪水量係数      (1a) 
 

 
図－2 積雪調査箇所位置図 

 
ここで時間積算暖度とは、プラスとなった時間気温の

積算値であり、融雪水量係数と掛けあわせることで、融

雪水量を推定するものである。融雪水量係数の算定にあ

たっては、前もって融雪水量を観測して確認する必要が 
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ある。実際に融雪水量を推定するためには、融雪水量係

数と、現地積雪調査により求めた融雪密度を、プラスと 
なった気温の積算値である時間積算暖度で除して、あら

かじめ融雪水量係数を算出しておく必要がある。実際の

融雪水量を算出するにはライシメーターを用いれば正確

になるが、簡便な方法とはいえない。そのため、融雪水

量の観測にあたっては、全層の積雪水量を1週間毎に計

測し、その減少量を固有の融雪水量と示すこととした。

筆者らはNo.1からNo.12までの12地点（図－2）の実測値

から融雪水量係数を算出した。 
 
 (2)  融雪水量係数算出の必要性 

融雪水量が必要な場面として、融雪により、のり面崩

壊した箇所の融雪水量を把握したい場面や、事前通行止

め規制区間の雨量として融雪水量を使用したい場面など

の活用が想定される。融雪水量を知りたい箇所があれば、

知りたい箇所の積雪重量を現地積雪調査し、時間積算暖

度から割り戻すことで、その地点の融雪水量係数を算出

すればよい。しかし、現地積雪調査を実施していない地

点で融雪による融雪災害が発生した場合は融雪水量係数

がなく、速やかな水量算出が出来ない。今後、任意の地

点での融雪水量を推定が必要となる場面に備えて、融雪

水量係数の空間分布を補完する必要を感じた。調査地点

には地象や気象など場所毎に特性があると考えられてお

り、12地点を調査することとした。また、融雪水量係数

と日射量は相関があることが知られており2）日射量は地

形のデータさえあれば、GISにより、太陽の運行を模擬

して解析日射量を算出することができる。そこで、融雪

水量の算出には融雪水量係数と日射量との相関を用いる

こととした。 

 
(3)  分析方法 

積雪調査箇所12点で得られた融雪水量係数との傾向を

分析した。融雪水量係数は積雪調査の実測値を使用した。

累積全天日射量は、地面と太陽との位置関係をGIS上で

解析することで算出し、3月1日から5月31日までの日射

量を使用した。これらに、地点毎の標高、植生、斜面傾 

 

斜方向等の属性と併せて、表-1にまとめた。相関や傾向

を確認するため、線形1次の回帰式を用いて、それらの

属性ごとに分析した。また、決定係数R2を求めることで

式の適合性を確認した。 

 

3.  結果 

 

(1)  融雪水量係数 

 積雪調査箇所12地点の観測結果から算出した。融雪水

量係数はNo.1が2.92と最も低く、No.12は5.71と最も高く

算出された。 

 

 (2)  線形1次回帰式による融雪水量係数と日射量との相

関 
融雪水量係数と累積全天日射量との相関を図－3及び

図－4に示す。 

 

 
図－3 原点を通る全12点の相関 

 

図－3の、回帰式は（式2a）と算出され、その決定係

数R2は0.3457と低い値を示した。特に、式2aの傾きと平

行な補助線を上下に引くとNo.1とNo.12は最も離れてい

表－1 積雪調査箇所の融雪水量係数及び属性 
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ることから、群から分かれていると判断でき、No.1と

No.12の2点の値は、回帰式から大きく外れた値となって

いる。2点を図－2で確認すると、北側と南側に分かれ、

最も距離が離れていた。また、表-1では、No.1は最も標

高が低く、No.12は最も高い標高を示していた。 

 

y=0.0028x                   (2a) 
y=0.0024x+0.5706                (2b) 
 

一方、図-4に原点を通らない線形1次の回帰式を示す。

回帰式は（式2b）と算出され、その決定係数R2は0.3553

と低い値を示した。これはNo.4及びNo.6の影響を強く受

けているとみられ、北向きに相当する。南向きと北向き

で傾向が異なることが期待される。 

 

 

図－4 原点を通らない全12点の相関 

 

 

図－5 南向き斜面と北向き斜面の相関 

(3)  積雪調査地点の設定による相関の分析結果 
 表-1に記載された、積雪調査箇所12点のうち、円周の

360°を3時から9時方向を境に南北に分けたときの、南

向き斜面10点と、北向き斜面2点に分けて相関を分析し

た(図-5)。まず、傾きのみに着目すると、南向きは

0.0074x、北向きは0.0019xであった。南向きの傾きは北

向きの傾き約4倍を示し、明らかに傾向が異なることが

わかった。南向き斜面のみの場合は決定係数R2が12箇所

全ての場合と比べて0.5461に向上し、急な傾きとなった。 

 

図－6 直達日射、散乱日射、反射日射のイメージ 

 

一方で北側斜面は2点しかないものの、緩やかな正の傾

きとなった。北側斜面の日射量が上手く表現できていな

い原因として、日射量は、直達日射量＋散乱日射量＋雪

面からの反射量で示される(図-6)。直達日射とは、直射

日光を指す。散乱日射とは、空気中のチリや水蒸気が反

射し地面まで届いたものを指す。雪面からの反射は、反

射日射と呼ばれ、地面や雪面に到達した日光が反射し、

調査地点まで届いたものを指す。本報告で、日射量算出

に使用したGIS上では反射日射が計算されない仕様であ

った。反射日射量を考慮する場合、谷地形など光が集ま

りやすいか、地面からの反射面は草木か雪面かなど、現

地条件により左右される要素が多く設定が困難なため、

一律の係数による設定を避けたと推察される。北向き斜

面だと、太陽の高さが斜面勾配によっては直達日射が極

端に小さくなる。そのかわり、雪面では、雪が白いため

に実際には反射日射量がかなり大きいと思われるが、用

いたGISプログラムでは直達日射量相当のみしか調査地

点まで達しておらず、正しい解析値ではないと考えられ

る。現時点では雪面反射量を算出することは困難である

ため、北側斜面の計測値は取り除いた方が良い。今後は

北側斜面において、散乱日射量に掛ける係数を見直す等、

実測に近づくよう検討する必要がある。 

線形一次の回帰式について、No.1とNo.12の融雪水量

係数が乖離していた理由は、距離が北と南で最も離れた

点であった。距離が離れているため、周辺環境が異なっ

ており、地象、地形条件によることが原因と考えられる。
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標高の差もあることから風の向きや強さなどの影響を受

けた可能性がある。今後もこの部分は検討が必要である。 

当初は、累積全天日射量が少しでもあれば融雪が開始

し、原点を通る直線が正しいと考えられた。しかし、実

際には図-5のように一定の日射量を浴びた後に融雪が開

始するという結果になった。この理由としては、直射日

光である直達日射であれば融雪が進むと考えられるが、

累積全天日射量には日陰となる散乱日射量も含まれてい

る。日陰では融雪水量係数への寄与が小さく、原点を通

る線形1次の回帰式が上手く機能しなかった要因だと考

えられる。このことから、原点を通らない線形1次の回

帰式とした方が、実現象と近くなることを確認できた。 

 

(4)  運用に向けて 

 融雪水量の算出には、知りたい地点の時間積算暖度が

必要となるが、算出するにあたり、近傍にテレメーター

があれば良いが、ない場合はアメダスや気象庁予報の気

温を使うことを想定している。これらは、数日後の予測

にも使えるため、融雪災害に対し事前に備えることがで

きる。また、時間積算暖度算出には、標高を利用した気

温減率を用いた補正も有効と考えられるが、アメダスデ

ータを使ったものよりは精度はが劣ると考えられる。 

 

4.  まとめと今後の課題 

 

 本報告の結果は、以下のようにまとめられる。 
 
・北側斜面は、GIS上では雪面反射量が反映されず、累

積全天日射量が過小となったと考えられる。融雪の観測

では北側斜面は避け、南側斜面のみを調査箇所とするこ

とが望ましい。 
・原点を通る線形1次の回帰式ではなく、原点を通らな

い線形1次の回帰式とした方が、実現象と近くなること

を確認した。 

 
今後は、積雪調査箇所を設定する上で、適切な配置数

や、調査期間など検討するべき課題は残されている。今

後とも着実に研究を重ねることで課題を解決していきた

い。 
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